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3.民生 － 1.社会 － 3.障害

　身体障害者手帳交付を受けている１８歳以上の方が、特定の医療(人工透析・ペースメーカー移植術・人工関

節置換術など）を受ける場合に、医療費の一部を公費負担する。

審査手数料　　　　    56,399円

更正医療給付費　　39,710,377円（扶助費）

身体障害者手帳交付を受けている１８歳以上の方が、

特定の医療（人工透析・ペースメーカー移植術・人工

関節置換術など）を受ける場合に、医療費の一部を公

費負担する。
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１１１１....事業事業事業事業のののの概要概要概要概要

２２２２....事業事業事業事業のののの目的目的目的目的とととと必要性必要性必要性必要性

３３３３....事業費事業費事業費事業費のののの推移推移推移推移

４４４４....主主主主なななな事業費事業費事業費事業費のののの内訳内訳内訳内訳 ５５５５....事業結果事業結果事業結果事業結果のののの概要概要概要概要

平成22年度　　事業評価（事業活動記録）

事業No. 201

①施策で目指す目標との関連付け

　身体障害者手帳交付を受けている１８歳以上の方が、特定の医療（人工透析・ペースメーカー移植術・人

工関節置換術など）を受ける場合に、医療費の一部を公費負担する事業。

　身体障害者の日常生活能力や職業能力等を回復、又は向上、若しくは獲得することが目的。

②事業を実施する必要性

　身体障害者の日常生活能力や職業能力を回復するために必要な医療を受けるための、個人負担を軽減する

ために必要。

決算額または計画額

財

源

内

訳

うち一般職・嘱託職・臨時職の

給与および共済費等

使用料・手数料等

国 ・ 府 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

職 員 等 の 従 事 人 員

人 件 費

事 業 費 総 額

35,428 33,347 39,767 44,312 48,679 48,679
単 位

人 /年

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 29,176 33,120 35,494 35,494
0 0 0 0 0 0

35,428 33,347 10,591 11,192 13,185 13,185
65.00 0.55
3,242 2,792

36,589 42,559

平18決算 平19決算 平20決算 平21決算 平22予算 平23計画 平24計画

－

－

－

－

－

－

千円未満を四捨五入し表示しているので、合計等が一致しない場合がある。

※事業費を要しない場合は「0」、事業を実施しない場合は「空白」で表示。

※
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　迅速な申請事務、他の医療制度の活用等について議論した。

　障がいのある人の日常生活能力・職業能力を回復するための事業として必要である。

　今後も障害者自立支援法に基づき事業を実施する。

①有効性・効率性を向上させるため、担当職員と議論を重ねた点

　迅速な申請事務、他の医療制度の活用等について議論した。

②当該事業のアピール事項

　障害者自立支援法に基づく制度であり、１８歳以上の身体障害者で、特定の医療について、指定の医療機関

での医療が対象。

③反省点、今後の展開・方向性等

　障害者自立支援法に基づき事業を実施する。

６６６６....活動活動活動活動のののの詳細詳細詳細詳細

７７７７....所属長評価所属長評価所属長評価所属長評価〔平成20年度から改善した点、今後の展開など〕

【【【【参考参考参考参考】】】】過年度過年度過年度過年度のののの評価評価評価評価

■平成21年度の所属長評価

活　　　動　　　内　　　容 活動日又は時期 活 動 結 果 等

(1)その他

○自立支援医療費(更生医療)　障害者からの申請に基

づき審査（医師の診断書、所得、加入保険の確認等）

後、申請者へ受給者証交付。　原則１割の自己負担金

が発生するが、所得に応じた上限額を設定し、個人の

負担軽減を図る。
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